
は じ め に

貧困の時系列的あるいは横断面的比較における計測結果は，貧困線および貧

困測度の選択によって異なることがありえる。そのために，実証結果の頑健性

を貧困線および貧困測度に関して検討する必要がある。ここでの貧困の評価や

計測は，貧困概念の多次元性からその順序付けで十分であり，問題にしている

分配のすべてが必ずしも順序付けすることができるとは限らないから，「擬順

序」といわれることがある1)。そして，貧困の順序付けは，不確実性下の決定

論2)や分配の不平等性の比較論3)などにおいて確立している標準的な分析道具と

しての（確率的）優越性の概念を利用して行うのが一般的である。というのは，

貧困に関する確率的優越性の概念は，所得や消費の分配の順序付けに関連して

いるからであり，一方の分配の貧困と他方の分配の貧困とをある範囲内を変動

する貧困線で矛盾なく順序付けすることができるかどうかを考察するために利

用される。

貧困擬順序は，固定された貧困線にたいする貧困測度のあるクラスに関する

貧困測度順序と，ある範囲を変動する貧困線にたいする特定の貧困測度に関す

る貧困線順序とに区別される。Foster＝Shorrocks（１９８８，１９８８a）は，貧困線が

広範囲に変動する場合の FGT測度4)の貧困擬順序を論じ，その貧困線順序と確

1) Sen（1979）は，不平等の測定論における順序付け（Sen, 1973, ch. 2 and 3）の場合
と同様に，貧困の測定における「部分順序」（partial ordering）の採用を示唆している。

2) Hadar＝Rusell (1969), Rothschild＝Stiglitz (1970).
3) Atkinson (1970), Dasgupta et al. (1973), Rothschild＝Stiglitz (1973).
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率的優越性の条件との関係を解明している。また，Atkinson（１９８７）は，共通

の貧困線をもった加法分離型測度のクラスに関する貧困測度順序と確率的優越

性の条件との関係を明らかにしている。

拙稿（２００６）において，５種類の貧困測度の年次推移が，７０年代中期から２１

世紀初頭まで『国民生活基礎調査』（厚生労働省）など5)を利用して明らかにさ

れた。そこでの横断面分析では貧困線が所得分配の全区間を変動する場合の貧

困の計測が試みられたが，時系列分析では，最近の先進諸国に関する貧困研究

に倣って貧困線は分配の medianの５０％に原則的に固定されていた6)。そこで上

記のような理論的な研究成果に基づき実証分析を進めるのが望ましので，小論

においては，貧困線がある範囲を変動することを認め，拙稿（２００６）における

貧困比較についての実証結果の頑健性を確率的優越性 SD7)の概念を用いて検討

する。

１．確率的優越 SDと貧困の順序付け（貧困順序）

貧困の実証研究においては，相互に関連した３種類の測度－１）貧困率 hcr，

２）貧困ギャップ比 pgr，３）Foster-Greer-Thorbeck（FGT）Pα測度－がよく利用

されている8)。この３種類の測度は，パラメータαを含む FGT測度で統一的に

表され，また各々が確率的優越性の概念に対応しているからである。所得の確

率変数 xの分布関数 F（x）と貧困線 zとが与えられたとき，FGT測度は，次式

のように表される。

4) Foster et al. (1984).
5) 『所得再分配調査』も利用されたが，『所得再分配調査』の個票データを用いた貧
困の計測に，橘木・浦川（2006）がある。

6) 最近の先進諸国における貧困の比較研究では，相対的な貧困概念が採用され，特
に貧困線として分配の代表値が，Fuchs（1965，1967）以降盛んに利用されている。
例えば，可処分所得の medianの50％を採用した研究に，Smeeding et al.（1990），Gus-
tafsson＝Pedersen (eds.)(1999)，Oxley et al. (2000)などがある。また，貧困線として me-
dianの40％が採用されることもあるが，Jantti＝Ritakallio (1997)，Hills (2004，ch. 3)，
Berthoud (2004，ch. 4)のように，medianの60％が採用されることもある。

7) Stochastic Dominance.
8) Madden＝Smith (2000).
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このとき，

P0＝hcr.

P1＝pgr.

が成り立っている。

しかし，確率的優越関係を調べず各々の測度を単独で用いると，ぞれぞれ次

のような欠点にみまわれる。貧困率は，貧困の発生率を測る指標で，貧困線直

下の者と最貧者とに同一のウエイト与えているという意味で「貧困の深さ」を

考慮していないし，貧困の測定における主要な原理のうち，「単調性原理」，「移

転原理」，「移転感応原理」などを満たしていない9)。貧困ギャップ比は，「貧困

の深さ」を測っているが，やはり「移転原理」，「移転感応原理」などを満たし

ていない。FGT測度 Pαにおいて，「移転原理」を満たすには，α＞１，さら

に「移転感応原理」を満たすには，α＞２となるパラメータをぞれぞれ選択す

る必要がある。

そこで，分配の貧困性を１次確率的優越で順序付けすることができるならば，

ある範囲の貧困線について，どんな加法型測度を採用しても同様の矛盾のない

順序付けができるから10)，まず１次 SDの定義を与える。

［１次確率的優越の定義］

確率変数 xの分布関数 F（x）と G（x）について，

F（x）�G（x）for all x �［a，b］�［0，∞）.

が成り立つとき，Fは Gを１次確率的優越するという。

このように１次 SDによる順序付けを行うためには，累積分布，つまり貧困率

（hcr）曲線を直接調べればよい。この有用で簡明な曲線は，以下に示される

ように PI曲線と呼ばれる場合がある。Ravallion（１９９４，ch．２）は３種類の SD

に対応する３種類の貧困曲線を次のように提示している11)。

9) 貧困の測定における主要な原理の検討については，Zheng（1997），拙稿（2006）
などを参照。

10) Foster (1984)，Atkinson (1987)，Foster＝Shorrocks (1988).
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１次 SD；貧困発生率 PI曲線，I（x，z）12)

２次 SD；貧困の不足度 PD曲線，D（x，z）13)

３次 SD；貧困の深刻度 PS曲線，S（x，z）14)

この３種類の曲線は，FGT測度で統一的に表すことができる。Foster＝Shor-

rocks（１９８８a）によると，P0＝hcr，P1＝pgr，P2間には次のような関係が成り立っ

ている。
�
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したがって，

P0＝I（x，z），

P1＝D（x，z）／z， （２．１）

P2＝２S（x，z）／z2． （２．２）

なる関係が成り立っているから，｛ P0，P1，P2｝を順に調べることは，｛ PI曲

線，PD曲線，PS曲線｝を順に検討することであり，次節では後者を行うこ

とによって，１次 SDから３次 SDまで順に検討する。SD分析の強力な点は，

n次 SDが成り立てば（n＋１）次 SDが成り立つ（n≧１）から，１次 SDが

成り立てばそれよりも高次の SDを調べる必要がない点である。もっとも現実

には，１次 SDが成り立つことは稀なので，SD条件を満たす最小値 nを見出

すことが重要である。

また，Zheng（１９９９）は，貧困の順序付けを固定された貧困線にたいする貧

困測度のあるクラスに関する貧困測度順序と，ある範囲を変動する貧困線にた

いする特定の貧困測度に関する貧困線順序とに区別し，貧困測度順序について

の Atkinson（１９８７）の結果をより制限された貧困測度に拡張し，貧困擬順序に

よる判定力を高める際の高次の SDを利用する意味とその限界を検討している。

そして，１次 SD関係が成り立てば，「単調性原理」を満たす貧困測度はすべ

て同一の順序付けを示し，２次 SD関係が成り立てば，「単調性原理」および

11) n次確率的優越の定義については，Fishburn (1980)，Foster＝Shorrocks (1988)，Zheng
(1999)などを参照。

12) poverty incidence curve.
13) poverty deficit curve.
14) poverty severity curve.
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「強移転原理」を満たす貧困測度はすべて同一の順序付けを示し，３次 SD関

係が成り立てば，「単調性原理」，「強移転原理」および「強移転感応原理」を

満たす貧困測度はすべて同一の順序付けを示すことが解明されている。

２． 貧困順序の計測15)

貧困の時間的あるいは空間的な比較において，所得分配が異なれば異なる貧

困線を使用することが望ましいから16)，相対的貧困の基準に分配の代表値とし

て中央値を採用し，貧困線未満の所得の個人／世帯を貧困者とする17)。また，

小論においてもデータとして『国民生活基礎調査』（厚生労働省）が採用され

る。

２．１１次 SDによる比較

a） 一種の絶対的貧困線の採用

時空を超越した絶対的貧困線の存在を認めているのではなく，小論における

分配の時系列比較では，分配の medianを用いた相対的貧困線が原則的に採用

されるが，各々の年の所得の累積分布曲線を所得値にたいして未調整のままの

貧困線で比較することは，一種の絶対的貧困線で比較することになる。図２－

１は，横軸に貧困線として所得値（単位；万円）をとり，縦軸にそれに対応す

る累積人口比をとって描いた分布関数の比較（１９８０，１９９０，２０００）を表してい

る。絶対的貧困線を用いた場合，それが公表 medianの最小値（３４１万円／８０年）

からゼロに近づくほど３曲線は互いに交叉し，１次 SDによる判定は困難のよ

うだ。３時点（１９７５，１９８５，１９９５）の分布関数を比較した図２－２による場合

は，０＜z≦１５００の範囲では３曲線は互いに交叉してないから，１次 SDによ

る判定ができる。一般的に y年の貧困性を P（y）と書くと，P（７５）＞P（８５）＞P（９５）

15) 小論における数値計算及びグラフ作成等には R言語（Ihaka＝Gentleman, 1996）が
利用された。

16) Davidson＝Duclos (2000, p.1439).
17) Donaldson＝Weymark (1986)が提示した貧困者の集合の2種類の定義のうちの「弱定
義」のほうが採用されている。
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と判定されるが18)，これはあくまで絶対的貧困線による評価なのである。また，

３時点（１９８５，１９９５，２００３）の分布関数を比較した図２－３によると，median

の最小値（４１８万円／８５年）以下で，８５年と０３年の曲線が交叉しているようだ。

b） 相対的貧困線の採用

所得分配から推計された medianを相対的貧困線の基準とする19)，つまり実

際に PI曲線等を描くときには，medianに相対的な貧困線を十数本から数十本，

想定するのである。図２－４は，横軸に貧困線として各年の medianにたいす

18) ここでの公表 medianの最小値は，1975年の222万円である。
19) 拙稿（2006）においては，相対的貧困線の基準として公表された medianが採用さ
れた。

図２－１ 累積分布関数の比較（１９８０，１９９０，２０００）

（資料）『国民生活基礎調査』各年報により計測・作成。
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る相対値をとり，縦軸にそれに対応する貧困率をとって描いた PI曲線の比較

（１９８５，１９９５，２００３）を表している。０≦z≦medianと制限しても，曲線の３

組の組合せのうちの１組だけが交叉していない，つまり，２００３年が１９８５年より

も貧困度が高いことがいえるだけである。４時点（１９７５，１９８５，１９９５，２００３）

の PI曲線の比較を行った図２－５によると，０≦z≦medianと制限した場合，

曲線の６組の組合せのうちの３組だけが交叉していない，つまり，P（０３）＞

P（７５），P（０３）＞P（８５），P（９５）＞P（７５）がいえるだけである。また３時点（１９８０，

１９９０，２０００）の PI曲線の比較を行った図２－６によると，０≦z≦medianと制

限した場合，曲線の３組の組合せのうちの１組だけが交叉していない，つまり，

P（００）＞P（９０）がいえるだけである。以上のことは，０≦z≦medianと制限した

場合のすべての組合せの１次確率優越関係を明らかにした表２－１によって確

図２－２ 累積分布関数の比較（１９７５，１９８５，１９９５）

（資料）図２－１に同じ。
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認される。分配の２１通りの組合せのうち７組でしか貧困に関する１次 SD関係

が確定されない。

２．２２次 SDによる比較

２次 SDによる比較を行うために，medianに相対的な貧困線を想定し，PD

曲線を検討する。測度 P1と貧困の不足度 D（x，z）とは（２．１）式の関係にある

から，PD曲線は，貧困線の値が増加するにつれて，貧困ギャップ比 pg曲線

を増幅した様相を呈する。上での１次 SDによる比較から，いきなり７時点

（１９７５，１９８０，１９８５，１９９０，１９９５，２０００，２００３）の比較になるが，図２－７に

よると，

［P（９５），P（００）］＞［P（９０），P（０３）］＞P（８５）＞P（８０）＞P（７５）

図２－３ 累積分布関数の比較（１９８５，１９９５，２００３）

（資料）図２－１に同じ。
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がいえる。ただし，PD 曲線（２０００）と PD 曲線（１９９５）および PD 曲線（１９９０）

と PD曲線（２００３）とは，次のように貧困線が median以下のところで交叉し

ている20)。

PD曲線（２０００）と PD曲線（１９９５）との交叉位置：

１）０．１median＜z＜０．２median

２）z＝０．６median

PD曲線（２００３）と PD曲線（１９９０）との交叉位置：

１）０．１median＜z＜０．２median

２）０．３median＜z＜０．４median

20) 付図1参照。

図２－４ 貧困発生率曲線の比較（１９８５，１９９５，２００３）

（資料）付表１により作成。
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近年の先進諸国の貧困研究において，相対的貧困線として分配の medianの４０

％から６０％が頻繁に採用されているから，２組の曲線のこの交叉位置は重大で

ある。以上のことは，０≦z≦medianと制限した場合のすべての組合せの２次

確率優越関係を明らかにした表２－２によって確認される。分配の２１通りの組

合せのうち１９組で貧困に関する２次 SD関係が確定できる。

２．３３次 SDによる比較

ここでも，３次 SDによる比較を行うために，medianに相対的な貧困線を想

定し，PS曲線を検討する。P2＝FGT2測度と貧困の深刻度 S（x，z）とは（２．２）

式の関係から，PS曲線は，貧困線の値が増加するにつれて，FGT2曲線を増幅

図２－５ 貧困発生率曲線の比較（１９７５，１９８５，１９９５，２００３）

（資料）図２－４に同じ。
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表２－１ １次確率優越関係
０≦z≦medianの場合

１９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００３

１９７５ X（３） X（２） X（４） ＜ ＜ ＜

１９８０ X（２） X（２） ＜ X（２） ＜

１９８５ X（４） X（４） X（４） ＜

１９９０ X（１） ＜ X（２）

１９９５ X（２） X（４）

２０００ X（２）

（資料）付表１により作成。
（注）１．X：交叉があることを示し，（）内の数字は交叉の回数を

表す。
２．＜：上側の分配のほうが左側の分配よりも貧困度が低く

ないことを示す。

図２－６ 貧困発生率曲線の比較（１９８０，１９９０，２０００）

（資料）図２－４に同じ。
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表２－２ ２次確率優越関係
０≦z≦medianの場合

１９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００３

１９７５ ＜ ＜ ＜ ＜ ＜ ＜

１９８０ ＜ ＜ ＜ ＜ ＜

１９８５ ＜ ＜ ＜ ＜

１９９０ ＜ ＜ X（２）

１９９５ X（２） ＞

２０００ ＞

（資料）付表２により作成。
（注）１．表２－１に同じ。

２．表２－１に同じ。
３．＞：上側の分配のほうが左側の分配よりも貧困度が高く

ないことを示す。

図２－７ 貧困不足度曲線の比較（１９７５－２００３）

（資料）付表２により作成。
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した様相を呈する。ここでは２次 SD関係による判定で交叉が確認された２組

の PS曲線の検討で十分である。１９９０年と２００３年の PS曲線を比較した図２－

８によると，交叉はなく21)，

P（９０）＞P（０３）

がいえる。また，１９９５年と２０００年の PS曲線を比較した図２－９によると，交

叉はなく22)，

P（９５）＞P（００）

が成り立っている。したがって，３次 SDによる判定にまでもっていくと，

21) PS曲線に交叉がないことは，数値で確認済み。
22) 脚注21に同じ。

図２－８ 貧困深刻度曲線の比較（１９９０，２００３）

（資料）図２－１に同じ。
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までいえる。

３． 発生率，不足度および深刻度の推移

各々の SDによる判定を確認するために各々の SDに関連した発生率（I値），

不足度（D値）および深刻度（S値）23)の推移を検討するが，貧困線として推定

medianの４０％，５０％および６０％が採用される。図３－１，図３－２，図３－

３は貧困の発生率，不足度，深刻度の各々の時系列推移を表している。わずか

23) Incidence value, Deficit value, and Severity value.

図２－９ 貧困深刻度曲線の比較（１９９５，２０００）

（資料）図２－１に同じ。
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３点の変動と曲線の変動とが，必ずしも一致するわけではないが，特に不足度

および深刻度の変動は２次 SDによる判定および３次 SDによる判定にうまく

符合している。I値と D値および S値の変動の違いは，hcr, pgr, P2の各々に内

在する特性の違いを強調しているが，年々の中央値の違いが D値および S値

に直接増幅されて現れていることの影響はかなりおおきい。

拙稿（２００６）において，採用された５種類の貧困測度24)のうち，貧困率を除

いてほぼ同様の時系列変動を示していることが明らかにされた。つまり，貧困

線として medianの５０％が採用された場合，貧困率以外のどの貧困測度も７０年

代後期から２１世紀初頭まで，一貫して上昇傾向にあることが示された。しかし，

24) 貧困率，貧困ギャップ率，Watts（1968）測度，Sen（1976）測度および FGT測度。

図３－１ 貧困発生率の推移（１９７５－２００３）

（資料）付表１により作成。
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小論のように SDによって判定を行う擬順序の立場を受け入れるならば，前節

で示されたように，それほど強い主張はなされない。それでも３次 SD関係に

係わる深刻度の時系列変動に特に頼るならば，貧困の深刻度は，７０年代中期か

ら９０年代中期まで上昇しており，それ以降，２１世紀に入ってやや低下している

といえる。相対的貧困測度と深刻度間の２１世紀に入ってからの判断の違いは，

９０年代中期に比べて分配の代表値としての中央値が２１世紀に入って減少してい

る点がおおきく影響を及ぼしている。貧困の発生率には，絶対的貧困線を採用

しない限り絶対概念が入り込む余地はないが，貧困の深刻度には，相対的貧困

線を採用しても分配の総所得という絶対概念が加味されている。つまり，中央

値の違いが貧困線の違いに反映されているのである。

図３－２ 貧困不足度の推移（１９７５－２００３）

（資料）付表２により作成。
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お わ り に

貧困線が限りなくゼロに近いところ，あるいは中央値を越えたところで，一

般的に貧困曲線が交叉している可能性はあるが，実証研究においては貧困線が

限りなくゼロに近接することは想定されないし，中央値を越える貧困線を想定

することはあまり意味があるとは考えられない。しかし，貧困線として現実に

採用されている分配の代表値の４０％から６０％の間で，１次 SD関係を表す貧困

発生率曲線あるいは２次 SD関係を表す不足度曲線が交叉していることがあり

えるので，この範囲を重視した貧困線を複数採用する必要があるし，また必要

ならば３次 SD関係まで検討すべきであろう。しかし，それよりも高次の確率

図３－３ 貧困深刻度の推移（１９７５－２００３）

（資料）図２－１に同じ。
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優越概念の特性には合意がえられていないが，小論における貧困の順序付けに

関する実証結果では，３次 SD関係までの検討で十分であった。SD分析にお

いては，n次 SDが成り立てば（n＋１）次 SDが成り立つ（n≧１）からであ

る。この実証結果を大量の乱数を発生させて偶然入手される人工データで確認

する必要があるかもしれないが，ここでの実証結果は一般的に制御し易い人工

データよりも処理し難い現実データからえられた知見である。

貧困の時間的あるいは空間的な比較において，所得分配が異なれば異なる貧

困線を使用することが望ましいから，先進諸国に関する貧困研究に倣って貧困

線の基準に分配の代表値が採用された。しかし，貧困線が集団間や社会間で異

なるとき，絶対型測度等の貧困線による標準化が望ましいかどうかは明白では

ないから25)，ここで採用された相対測度とそれらと関数関係にある絶対型の不

足度および深刻度との比較は意味があると思われるし，SDによる判定におお

きな違いは見出されないが，相対型貧困曲線と絶対型貧困曲線の比較も興味深

いと思われる。

25) Atkinson (1992, p. 7), Davidson＝Duclos (2000, footnote 14).

付表１ 貧困発生率

貧困線 Headcount ratio

% of median １９７５ １９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００３

０ ０．００００ ０．００００ ０．００００ ０．００００ ０．００００ ０．００００ ０．００００
１０ ０．００００ ０．００００ ０．００００ ０．０１１０ ０．０１００ ０．０１８０ ０．００００
２０ ０．０２５０ ０．０１７０ ０．０５０２ ０．０４１９ ０．０３９１ ０．０５５１ ０．０５９１
３０ ０．０５６９ ０．０５９９ ０．１１３３ ０．０９２８ ０．０８６２ ０．１０７１ ０．１１７１
４０ ０．０９９９ ０．１１５９ ０．１１３３ ０．１４１７ ０．１７８４ ０．１６３２ ０．１７５２
５０ ０．１４４９ ０．１４３９ ０．１７６５ ０．１９７６ ０．２２４４ ０．２２０２ ０．２３３２
６０ ０．２５６７ ０．２１２８ ０．２４７７ ０．２４８５ ０．２８２６ ０．２７６３ ０．２８８３
７０ ０．３１５７ ０．２８５７ ０．３１８０ ０．３１１４ ０．３３８７ ０．３３９３ ０．３５０４
８０ ０．３６９６ ０．３６５６ ０．３９４２ ０．３７０３ ０．３９０８ ０．３９５４ ０．４１０４
９０ ０．４３５６ ０．４５４５ ０．４６７４ ０．４３４１ ０．４３９９ ０．４５１５ ０．４７２５
１００ ０．４３５６ ０．４５４５ ０．４６７４ ０．４９００ ０．４９７０ ０．４９９５ ０．４７２５

（資料）『国民生活基礎調査』各年版により計測。
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付表２ 貧困不足度

貧困線 Poverty deficit

% of median １９７５ １９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００３

０ ０．００００ ０．００００ ０．００００ ０．００００ ０．００００ ０．００００ ０．００００
１０ ０．００００ ０．００００ ０．００００ ０．０２７４ ０．０７５２ ０．０４５０ ０．００００
２０ ０．０９９９ ０．３７５６ ０．７７７３ １．５３１９ １．８１３６ ２．１０２１ １．５８１６
３０ １．１６０８ １．８６８１ ３．０６６７ ５．３８６７ ６．２９７６ ６．６８４２ ５．４０２９
４０ ３．１８６８ ４．７６１２ ７．８８３７ １１．９７１１ １３．８６７７ １４．２６９３ １１．８３６８
５０ ６．２８３７ ９．２６０７ １５．０７０２ ２１．５０７０ ２４．６９９４ ２４．９７５０ ２０．８８３４
６０ １０．６７３３ １５．７５６２ ２４．７０９１ ３３．９１７２ ３８．７６７５ ３８．７７８８ ３２．５１２５
７０ １６．５５７４ ２４．３０３７ ３６．８１８０ ４９．６３５７ ５６．５５８１ ５５．９６３５ ４６．６７１７
８０ ２３．８２６２ ３４．９７７０ ５１．４７４４ ６８．６３２７ ７７．８５５７ ７６．３０１３ ６３．６１３６
９０ ３２．４８５５ ４７．９４２１ ６８．７７６３ ９１．１０５３ １０２．４１２３ ９９．７２２２ ８３．２６３３
１００ ４２．０６７９ ６３．３９６６ ８８．６４０９ １１６．６９１６ １３０．５６１１ １２５．８２５８ １０５．７０５７

（資料）付表１に同じ。

付図１ 貧困不足度曲線の比較（１９９０，１９９５，２０００，２００３）

（資料）付表２により作成。
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